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はじめに 

 

 地方自治体において、自然災害を中心とした危機管理については、災害対策基本

法の規定に基づく地域防災計画で対応し、また、武力攻撃事態・緊急対処事態の危

機管理については、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

（国民保護法）に基づく国民保護計画で対応することとされている。それ以外の危

機事象対応等についての明確な規定はなく、内閣法で危機管理を「国民の生命、身

体又は財産に重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急の事態への対処及び

当該事態の発生の防止」と定義づけており、内閣官房初動マニュアルでは、自然災

害、重大事故、重大事件等を緊急事態として規定している。 

そのため、八尾市では、自然災害及び武力攻撃事態・緊急対処事態の発生以外（以

下「自然災害等以外」という。）の事故や事件が発生した場合の危機管理について

は、全庁的な危機意識の醸成と緊急時に迅速かつ的確な対応を図るため、平成 16

年４月に「八尾市危機管理対策における基本方針」や「八尾市危機管理対策要綱」

を制定している。これにより市民の生命、身体等に重大な被害を生じ、又は生じる

おそれのある緊急事態に対処するための基本的な考え方を定め、危機管理を推進し

てきた。 

しかしながら、これら自然災害等以外の危機管理への対応は個別的な対応が見受

けられたことから、今後の対応については統一したルールの下で総合的に推進する

必要がある。また、万一危機事象が発生した場合に被害を最小限にするためのシス

テムづくりが必要である。 

本危機管理対応方針は、八尾市における自然災害等以外の危機管理対応の基本的

枠組みの構築と、総合的な対応を行うため、これまでの基本方針の内容をさらに深

めたものである。 

また、八尾市では、新型インフルエンザやそれと同様に社会的影響が大きい新感

染症が発生した場合には、感染拡大防止等必要な対策を適切に実施できるよう、新

型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、平成 26 年 1 月に「八尾市新型イン

フルエンザ等対策行動計画」を策定し、さらには、平成 30 年 4 月、中核市移行に

伴い、保健所設置市となったことから保健所の役割を新たに追記し、八尾市新型イ

ンフルエンザ等対策行動計画を変更した。 

これらの経緯より、平成 31 年４月以降、新型インフルエンザ等の危機事象が発

生した場合は、上記計画等で対応するため、本方針の対象である「その他の危機事

象」から除くことを対応方針に明記することとする。 

各部局においては、所管する業務から想定される危機事象を適切に把握し、迅速

かつ的確な危機管理を推進し万全を期されたい。 

平成２０年３月     

平成３１年４月追記 
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第１ 総則 

 

１ 目的 

  この「八尾市危機管理対応方針」（以下「方針」という。）は、本

市における自然災害等以外の様々な不測の事態に対する本市の危機

対応についての基本的な考え方を定めたものである。各所属において

は個別の危機管理対応マニュアルの整備や職員の危機管理意識の醸

成などを平常時から進めるとともに、危機が発生した場合、又は発生

するおそれのある場合の初動体制等、適切な対応による市民の生命、

身体等への被害及び行政運営への支障を最小限に抑えることとする。 

また、各部局においては本方針に基づき危機管理体制を強化し、本

市各部局及び関係機関が相互に連携協力し、総合的、計画的かつ効果

的に危機対処施策を推進するものとする。 

なお、組織対応のあり方については、「八尾市危機管理対策要綱」

（以下「要綱」という。別紙１）に基づき行う。 

 

２ 用語の定義 

 （１）危機事象 

 本方針における「危機事象」とは、大規模な事故若しくは事件

により、市民等の生命、身体等に直接的かつ重大な被害が生じ、

又は生じるおそれがある緊急の事態をいう。ただし、八尾市地域

防災計画で想定している災害、八尾市国民保護計画で想定してい

る武力攻撃事態・緊急対処事態及び八尾市新型インフルエンザ等

対策行動計画で想定している新型インフルエンザ等の発生は除

く。 

   ①市民の生命、身体等に重大な被害を及ぼす事件、事故 

    【例示】○重大事故（市建設工事・市管理道路・河川施設に

係る事故など） 

        ○重大事件（重大な人的・物的被害など） 

②市民の生活、健康に重大な被害を及ぼす事案 

【例示】○感染症（重症急性呼吸器症候群（SARS）、中東呼吸

器症候群（MERS）の発生など） 

○大規模な集団食中毒の発生 
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   ③市施設や、市主催のイベント時の事件・事故 

    【例示】 

○市施設への不審者侵入など 

○市主催のイベントにおける事件・事故など 

   ④市行政の円滑な推進に支障となる事件・事故 

【例示】○行政対象暴力 

    ○個人情報の漏洩など 

        ○コンピューターに関係する犯罪やシステムダウン

など 

 （２）危機管理 

本方針における「危機管理」とは、市民等の生命、身体又は財

産に重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急の事態への

対処及び当該事態の発生の抑止をいう。 

 

 

３ 危機管理の原則 

  危機管理については市民の生命、身体及び財産への被害を防止・

軽減するため、「迅速な対応（早期発見、早期対処）」、「透明性の確保

（情報公開）」、「毅然とした厳格な態度」を原則として取り組むもの

とする。 

  このため、職員は、常に市民の生命、身体等に関わる事象が起こ

り得るものであるとの危機意識をもち、科学的かつ客観的な見地に立

って対応するとともに、危機管理の知識や技術の向上に努めるものと

する。 

 

４ 危機管理の視点 

危機管理は、危機を未然に防止し、また発生した時に被害を最小

化するための諸活動であり、平常時に行う「危機の未然防止活動」

及び「緊急対応の事前準備」並びに「緊急時の対応」及び「危機収

束時の対応」などの取り組みを進めるものとする。 

   また、危機管理への対応については、各担当部の自主性と自立性を

尊重し、各担当部の責任のもとで行うものとし、行政内部の連携を図

りながら対応していくこととする。 
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５ 地域防災計画等との関係 

   本方針は、様々な危機事象への対応について、基本的な考え方

を定めたものである。 

   このうち、災害対策基本法が適用される災害についての危機対

応は、「八尾市地域防災計画」に基づき対応するものとし、国民保

護法が適用される武力攻撃事態・緊急対処事態については、「八尾

市国民保護計画」に基づいて、また、新型インフルエンザ等対策

特別措置法が適用される新型インフルエンザ等の発生については、

「八尾市新型インフルエンザ等対策行動計画」に基づいて対応す

る。このことから、本方針の対象からは除くこととする。 

 

 

 

  ※本方針で扱う領域は、「その他の危機事象」のみとする。 

 

 

 

［事象］  

地震、風水害、  

鉄道災害等  

国民保護法が  

適用される災害  

［計画］  

八尾市国民保護  

計画  

［事象］  

武力攻撃事態、  

緊急対処事態  

その他の危機事象  

八尾市危機管理  

対応方針  

［事象］  

市 民 の 生 命 、 身 体

等 に 重 大 な 影 響 の

ある事件、事故  

新型インフルエンザ

等対策特別措置法が

適用される事象  

［計画］  

八尾市新型インフル

エンザ等対策行動  

計画  

［事象］  

病原性・感染性の高

い新型インフルエン

ザ等の発生  

災害対策基本法が  

適用される災害  

危機事象の発生  

［計画］  

八尾市地域防災  

計画  
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６ 危機管理対応方針と危機管理対応マニュアルとの関係 

   本方針は、八尾市の危機管理における枠組みを示すものであり、

それぞれの危機事象に対する具体的な対応は各部局で作成する個

別の危機管理対応マニュアルで行うものとする。 

   なお、本方針で対象となる危機事案（例示）及び担当部局は、

別表２の「対象とする危機事案（例示）及び担当部局」のとおり

とする。 
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第２ 平常時の対応 

 平常時より、被害を防止・軽減するために想定される危機事象に対

する備えを行っておくことが必要であり、次のように対応するものと

する。 

１ 部局危機管理担当の設置 

  各部局に平常時から部局長との連携のもと、職員の意識改革を含

めた危機管理体制の強化や関係部局等との連絡等を行うため、部局危

機管理担当（要綱第 10 条）を置く。 

  また、事象発生時や発生のおそれがある場合には各部局に総務班、

対策班等を組織し対応するものとする。各班の構成及び役割は主に次

のとおりとする。 

   各部局における体制 

班 名 主 な 役 割 

総務班 １．部局体制の確立及び危機管理対策本部の設置・

運営 

２．会議資料及び記録の作成・保管 

３．関係部局及び関係機関との連絡調整 など 

対策班 １．危機事案の分析と対策の検討 

２．応急対策の実施とその調整 

３．対応方針の検討 など 

情報班 １．通信手段の確保 

２．被害情報の収集・伝達 など 

広報班 １．報道機関の対応（報道機関への提供資料の作成） 

  ①事案発生現場での取材対応 

  ②部局危機管理対策本部での取材対応 

２．市民への広報 

３．対策に係る写真等の記録 

４．広報担当所属との調整 など 

  なお、報道機関への対応については、市政情報課作成の「パブリ

シティ活動のしおり」を参照のこと。 
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２ 危機管理対応マニュアルの作成及び検証 

（１）危機管理対応マニュアルの作成 

    部局危機管理担当は、それぞれの所管に係る危機に関する事

前対策、応急対策及び事後対策を迅速かつ的確に実施するため、

本方針に基づき、関係部局及び関係機関と十分に協議、調整し、

危機事案別に危機管理対応マニュアルを作成するものとする。

また、危機管理対応マニュアルを作成したときは、速やかに総

括危機管理担当（要綱第７条）に提出するものとする。 

    なお、危機管理対応マニュアルに記載すべき項目は、危機事

案により特別に記載すべき事項を除き、主に次のとおりとする。 

 

   危機管理対応マニュアルの主な記載項目 

項 目 内  容 

１．総則 １．目的 

２．定義 

３．責務 

２．平常時の対応 １．危機管理意識の向上 

２．危機管理体制の整備 

３．資機材等の確保 

４．訓練の実施 

３．緊急時の対応 １．情報の収集・管理 

２．緊急時の体制 

３．緊急時対応の実施 

４. 収束時の対応 １．復旧・復興の推進 

２．被害者等へのフォロー 

３．法的課題等への対応 

４．再発防止策の検討・実施 

５．対応の評価と対応マニュアルの見直し等 

    なお、構成や記載項目の詳細については、別表３の「危機管

理対応マニュアルの構成例」のとおりとする。 

 

（２）危機管理対応マニュアルに基づくシミュレーションの実施及

び検証 
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    部局危機管理担当は、作成した危機管理対応マニュアルにつ

いてシミュレーションを実施し、マニュアルの検証を行うもの

とする。 

 

３ 情報収集伝達体制の整備 

（１）基本的な考え方 

   部局危機管理担当及び各課は、平常時から休日及び夜間の場

合にも対応できる情報の収集連絡体制を整備するものとする。 

 （２）大阪府等への報告 

    部局危機管理担当及び各課は、市民等から危機の発生に係る

報告を受けたときは、必要に応じ速やかに情報を大阪府等の関

係機関へ提供するものとする。 

 

４ 実践的訓練・意識啓発研修の実施 

  部局危機管理担当及び各課は、職員が危機管理対応マニュアルに

即した行動がとれるよう、職員に対して危機対処の実践的訓練と危機

意識の啓発研修を適宜実施し、危機管理能力の向上に努めるものとす

る。 

 

５ 資機材及び物資等の備蓄 

  部局危機管理担当及び各課は、所管する危機の対応に必要な資機

材等を備蓄するとともに、定期的な点検と取り扱いの習熟等に努める

ものとする。 

   また、備蓄に適さない資機材等については、危機事象が発生した場

合に速やかに調達できるよう、関係者と協定を締結するなど、事前に

調整しておくものとする。
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第３ 緊急時の対応 

 

 危機事象が発生し又は発生するおそれがある場合、被害や影響を最

小化するための応急対策を実施する。応急対策では、市民の生命の安

全確保を最優先として事態の収拾に最善を尽くすものとする。 

 

１ 情報の収集・管理 

（１）情報連絡体制の整備 

  ①対象となる危機事象が発生した場合に担当となる所属（以下

「担当課」という。）は部局危機管理担当と共同し、危機事象

が発生し又は発生するおそれがある場合に、状況に応じ関係機

関（大阪府、大阪府警察、消防本部、医療機関等）と密接に連

携するほか、あらゆる方策を講じて情報収集活動を実施するも

のとする。 

②担当課では、危機管理対策責任者（要綱 11 条）を中心に対応

する。 

  ③部局危機管理担当は危機事象が発生し又は発生するおそれが

ある場合に、担当課と共同し部局内外との連絡窓口となるとと

もに、部局内の調整を行う。また、部局等危機管理対策本部設

置の調整を行うものとする。 

④担当課は収集した情報を夜間休日等も含め、危機管理課及び 

関係課に報告するものとする。 

  ⑤担当課は、部局危機管理担当及び部局長を通じて市長、副市

長等へ報告するものとする。担当課が明らかでない場合は危機

管理課が報告するものとする。 

  ⑥担当課は必要に応じて市議会へ報告するものとする。 

（２）情報内容の整理 

    担当課は収集した危機情報を速やかに総括危機管理担当に報

告するとともに、部局危機管理担当及び部局長を通じて市長に

報告する。 

また、必要に応じて関係部局や、関係機関等に伝達し、情報

の共有化を図るとともに、的確な分析を行い、その後の対応方

針の決定などに活用する。 
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なお、伝達する内容は次の情報とする。 

    ①危機事象の概要（時間、場所、内容等） 

    ②危機の発生原因 

    ③被害の発生状況及び被害の拡大に関する予測 

    ④市、関係機関等が実施した応急措置の状況 

    ⑤その他特に留意すべき事項 

 （３）情報の管理 

     危機発生直後は、特に情報が錯綜し混乱するおそれがあると

の認識を持ち、部局長の指示のもと、部局危機管理担当が情報

の一元化を図るものとする。 

    また、危機の進行状況、応急対策の実施状況に関する情報に

ついては、部局危機管理担当が整理・記録し、関係者間で情報

を共有するものとする。 

 

２ 八尾市危機管理対策本部等の設置 

部局危機管理担当は、危機事案の内容や規模に応じて、総括危機管

理担当に協議の上、次の基準に準じて態勢をとるものとする。 

  また、部局危機管理担当は、危機事案により、応急対策を効果的

に実施するため、必要に応じて、危機事案発生地に近接した公共施設

等に「現地対策本部（本部長：市長又は各部局長が指名）」を設置す

るものとする。 

緊急時対応組織表 

危機の状況 所管部局 危機管理課 

１次対応 

被害が小さく又は拡大のおそれがない場合で、各部局により対

応可能な危機事案の場合（全庁的でない複数の部局で対応可能な

場合を含む）は、部局対応とする。 

危機の発生 担当課での対応 

・現地情報の収集 

・関係連絡先への情

報提供 

・緊急対応 

・広報(ﾏｽｺﾐ)対応 

・情報受信 

・対応助言、指示 

・事態の拡大に備え準備 

担当課が明らかでない時 

・情報収集 

・担当課の調整 
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複 数 部 局 に わ

たる時 

部局等対策会議の設置 

 関係部局の部局危機管理担当による情報共有

及び関係課による対応 

 事務局 部局総務担当所属と担当課 

２次対応 

 被害が大きく又は拡大のおそれがある場合で、各部局により対

応可能な危機事案の場合（全庁的でない複数の部局で対応可能な

場合を含む）は、所管部局長の判断で「部局等危機管理対策本部

（本部長：部局長）」を設置するものとする。 

 また、逐次、各部局長から市長及び副市長へ状況を報告するも

のとする。 

危 機 事 態 の 拡

大 

・部局等危機管理対

策本部の設置 

 本部長  所管部局

長 

 庶務   総務担当

所属等 

・対応助言、指示 

・事態の拡大に備え準備 

複 数 部 局 に わ

たる時 

・部局等危機管理対

策本部の設置 

・関係部局の部局危

機管理担当による

情報共有及び関係

部局による対応 

 本部長  主たる部

局長 

 庶務  主たる部局

の 総務 担 当

所属等 

・対応助言、指示 

・事態の拡大に備え準備 

・庁内調整 
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３次対応 

 被害が甚大又は被害の拡大が予想され、全庁対応が必要な場合

は、市長の判断で「八尾市危機管理対策本部（本部長：市長）」

を設置するものとする。 

 「八尾市危機管理対策本部」の庶務事務は、危機管理課と危機

事象発生担当部局が担当するものとする。 

危 機 の 大 規

模 化 ・ 被 害

の 拡 大 に 至

る時 

八尾市危機管理対策本部の設置 

 災害対策本部に準じた組織による対応 

 本部長  市長 

 副本部長 担当副市長 

 庶務   危機管理課と危機事象発生担当部局 

３ 緊急時対応の実施 

  応急対策の内容は危機事案によって異なるが、所管部課等は危機

発生直後から関係部課等や関係機関等と連携し、できる限り迅速かつ

的確な応急対策を実施するものとする。なお、所管部課等が不明な危

機が発生した場合には、危機管理課が関係機関と連携しながら情報収

集や初動対応を実施するものとする。 

 

４ 市民への情報提供 

各部局は、危機事態発生時の混乱を防止し、市民の安全、安心を

確保するため、事案の性質を鑑み、市民に対して次の項目等を必要

に応じて情報公開するとともに、市政記者クラブ等を通じ報道機関

に情報提供を実施するものとする。 

  （１）危機事態の発生状況 

  （２）八尾市危機管理対策本部会議等又は八尾市危機管理対策本

部等の設置状況 

（３）危機の今後の予測及び二次被害の危険性 

  （４）住民等の取るべき対応方法等 

  （５）応急対策の実施状況 

  （６）高齢者等要配慮者への支援の呼びかけ 

  （７）生活関連情報 

  （８）その他市民の安全、安全を確保するために必要な情報 
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第４ 収束時の対応 

 

 危機の収拾においては、市民生活の回復を図るための支援などを実

施する。さらに、収束時の対応として危機の再発防止、被害の軽減、

応急対策の改善を目的とした総合的な検証を行い、危機管理の向上に

努めるものとする。 

 

１ 復旧・復興の推進 

八尾市危機管理対策本部等又は部局等は、危機発生後の市民生活 

や地域の社会経済活動への影響を最小限に抑えるため、関係機関等

と連携し、円滑な復旧・復興の推進を図るものとする。 

 

２ 再発防止策の検討・実施 

各部課等は、危機事象の発生原因を究明し、実施した事前対策、

応急対策の内容について検証し、課題を整理した上で、再発防止策

を検討し、実施するものとする。 

 

３ 危機管理対応マニュアルの見直し 

  各部課等は、危機への対処に関する記録（別紙２「危機事象等発

生報告書」）を作成するとともに、応急対策等についての検証及び評

価を行い、反省点や課題を抽出した上で改善策を検討するものとする。 

また、各部課等は、危機への対処の評価を踏まえ、社会環境の変化

や技術の向上等に応じ、危機管理対応マニュアルの見直し（改善）を

行い、実情に即したものとすること。 

なお、各部課等において作成、修正した危機管理対応マニュアルは

速やかに危機管理課に提出するものとする。 
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資料  

別紙１ 

八尾市危機管理対策要綱  

 

（目的） 

第１条 この要綱は、本市において危機的な事象が発生した場合又は発生する

おそれがある場合に備え、事前、応急、事後対策を含めて総合的に対応する

ため、組織的な対応要領を定め、もって職員が一丸となって市民の安全と本

市の円滑かつ公正な職務執行の確保を図ることを目的とする。  

 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、八尾市危機管理対応方針において

使用する用語の例による。 

 

（八尾市危機管理対策本部の設置） 

第３条 大 規 模 で 社 会 的 影 響 が 大 き い 危 機 事 象 が 発 生 、又は発生する恐れ

があり、全 庁 的 な 対 応 が 必 要 な 場 合 において、第１条の目的を達成するた

め、市長は必要に応じて八尾市危機管理対策本部（以下「市対策本部」とい

う。）を置く。 

２ 市対策本部は、危機事象に対し、組織的な推進体制の整備と統制にあたる

ものとする。 

３ 市対策本部は、別表１に掲げる職にある者（以下「市対策本部員」という。）

により構成し、本部長には市長、副本部長には副市長、教育長、病院事業管

理者及び水道事業管理者をもって充てる。 

４ 市対策本部の庶務は、危機管理課及び危機事象発生の担当部局において行

う。 

 

（八尾市危機管理対策本部会議の開催） 

第４条 八尾市危機管理対策本部会議（以下「市対策本部会議」という。）を

開催する場合は、市対策本部員に対し、開催の日時、場所及び議題をあらか

じめ通知する。 

２ 市対策本部員が、やむを得ない事情により市対策本部会議に出席できない

ときは、その代理者が出席する。 
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３ 市対策本部員は、あらかじめ前項の代理者を指名し、市対策本部に報告す

る。 

 

 （市対策本部長代理） 

第５条 市対策本部長に事故があるとき、又は市対策本部長が欠けたときは、

次に掲げる順序により、その職務を代理する。 

（１） 副市長（八尾市副市長事務分担規則（昭和52年八尾市規則第50号）

第２条に掲げる順序とする。） 

（２） 危機管理監 

（３） 教育長 

（４） 病院事業管理者 

（５） 水道事業管理者 

 

（市対策本部の廃止） 

第６条 市対策本部長は、危機事象の収束を確認し、全庁的な対応の必要性が

なくなったと認める場合、市対策本部を廃止する。 

 

（総括危機管理担当の設置） 

第７条 危機管理対策に関する体制の確立のための情報収集・伝達等に関する

連絡、調整の総括として、総括危機管理担当を置く。 

２ 総括危機管理担当は、危機管理監をもって充てる。 

３ 総括危機管理担当は、次に掲げる事項に関する事務を行うものとする。  

（１） 部局危機管理担当（第10条第１項に規定する部局危機管理担当をい

う。）の危機管理に関する相談の受理及び助言 

（２） 八尾市危機管理対策連絡会（第14条に規定する八尾市危機管理対策

連絡会をいう。）の開催に関すること。 

（３）  関係機関との連絡調整 

 

（危機管理対策委員会の設置） 

第８条 危機事象発生時における対処方法の検討、決定及び実行のため、必要

に応じて市対策本部内に危機管理対策委員会（以下「対策委員会」という。）

を置く。 

２ 対策委員会は、次に掲げる事項を行うものとする。 



 - 15 - 

（１） 担当部局等との調整、協議 

（２） 危機事象発生時における迅速的確な実態把握と対処方法の策定及び

関係者に対する具体的な指示、指導及び協議 

（３） 危機管理対策に関する関係機関との連絡調整 

（４） その他危機管理対策を推進するため必要と認める事項 

３  対 策 委 員 会 は 、別 表 ２ に 掲 げ る 職 に あ る 者 及 び 座 長 が 特 に 指 名 し た

者 を も っ て 構 成 し 、座 長 に は 総 括 危 機 管 理 担 当 、副 座 長 に は 総 務 部 長

を も っ て 充 て る 。  

４  座 長 は 、 対 策 委 員 会 を 代 表 し 、 議 事 そ の 他 の 会 務 を 総 理 す る 。  

５  副 座 長 は 、 座 長 を 補 佐 す る 。  

６  座 長 に 事 故 が あ る と き 、又 は 座 長 が 欠 け た と き は 、別 表 ２ に 掲 げ る

順 序 に よ り 、 そ の 職 務 を 代 理 す る 。  

７  対 策 委 員 会 の 会 議 は 、必 要 に 応 じ て 座 長 が 招 集 し 、座 長 が そ の 議 長

と な る 。  

８  対 策 委 員 会 は 、必 要 が あ る と 認 め る と き は 、議 事 に 関 係 の あ る 職 員

の 出 席 を 求 め 、そ の 意 見 若 し く は 説 明 を 聞 き 、又 は 資 料 提 出 を 求 め る

こ と が で き る 。  

９  対 策 委 員 会 は 、具 体 的 事 象 発 生 時 に お け る 関 係 者 に 対 す る 具 体 的 な

指 示 、 指 導 及 び 協 議 を 行 う と き は 、 同 本 部 長 名 を も っ て 実 施 す る 。  

10 対 策 委 員 会 の 庶 務 は 、危 機 管 理 課 及 び 危 機 事 象 発 生 の 担 当 部 局 に お

い て 行 う 。  

11 こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、対 策 委 員 会 の 運 営 に つ い て 必 要 な 事  

項 は 、 座 長 が 定 め る 。  

 

（部局等危機管理対策本部の設置） 

第９条 部局に影響を及ぼす危機事象等が発生した場合又は発生するおそれが

ある場合に、第１条の目的を達成するため、部局長は部局等危機管理対策本

部（以下「部局等対策本部」という。）を置く。 

２ 部局等対策本部は、次に掲げる事項に関する事務を行うものとする。  

（１） 部局等における危機事象に対し、組織的な推進体制の整備と統制  

（２） 部局等における対処方法の検討、決定 

（３） 関係機関との連携  

（４） その他事案解決するため必要と認める事項に関すること。  
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３ 部局等対策本部は、該当部局等の所属長により構成し、本部長には所管部

局長、副本部長には所管部局危機管理担当をもって充てる。 

４ 部局等対策本部の庶務は、所管部局の総務担当所属等において行う。  

 

（部局危機管理担当の設置） 

第10条 部局長との連携のもと、危機管理対策に関する体制の確立及びこれに

関する助言を行うため、各部局に危機管理担当（以下「部局危機管理担当」

という。）を置く。 

２ 部局危機管理担当は、別表３に掲げる職にある者を充てる。ただし、総括

危機管理担当、危機管理課長、総務部市政情報課長、総務部人事課長を除く。 

３ 部局危機管理担当は、次に掲げる事項に関する事務を行うものとする。  

（１） 各部局の危機管理に関する相談の受理 

（２） 管理に関する処理方法等の助言 

（３） 危機管理に関する部局等対策本部及び部局等対策会議（第15条に規

定する部局等対策会議をいう。）の設置 

（４） 関係部局及び関係機関との連絡調整 

 

（危機管理対策責任者の設置） 

第11条 危機管理に関する防止の確立及び連絡等を行うため、所属に危機管理

対策責任者（以下「対策責任者」という。）を置く。 

２ 対策責任者は、各所属長をもって充てる。 

３ 対策責任者は、所属において危機事象が発生した場合又は発生するおそれ

がある場合、部局長の指揮のもと、所属職員を指揮・命令し適正かつ円滑な

措置を図るとともに、他所属及び部局危機管理担当との連絡調整、市対策本

部等への報告等を行い、危機管理対策を推進する。 

４ 対策責任者が不在等の場合は、対策責任者が予め指名した者が対策責任者

の代理を行うものとする。 

 

（危機管理対策担当者の設置） 

第12条 危機管理対策における現場の中核として、各所属に危機管理対策担当

者（以下「対策担当者」という。）を置く。 

２ 対策担当者は、各所属の所属長以外の管理監督職をもって充てる。  

３ 対策担当者は、前条に規定する対策責任者の指揮を受け、現場の中心とな
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って活動し、かつ所属職員を指揮して、当該危機事象の把握及び処理にあた

る。 

 

（部局等対策本部の廃止） 

第13条 部局等対策本部長は、危機事象の収束を確認し、当該部局又は関係部

局での対応の必要性がなくなったと認める場合、部局等対策本部を廃止する。 

 

（八尾市危機管理対策連絡会の設置） 

第14条 危機管理対策における庁内の連絡調整を図るため、八尾市危機管理対

策連絡会（以下「市対策連絡会」という。）を置く。 

２ 市対策連絡会は次に掲げる事項について、連絡調整を行うものとする。  

（１） 危機管理対策に関する活動の推進に関すること。 

（２） 危機管理対策に関する環境整備に関すること。 

（３）  その他危機管理対策を推進するため必要と認める事項に関すること。 

３ 市対策連絡会は、別表３に掲げる職にある者及び座長が特に指名した者に

より構成し、座長には総括危機管理担当、副座長には危機管理担当参事をも

って充てる。 

４ 座長は、市対策連絡会を代表し、議事その他の会務を総理する。  

５ 副座長は、座長を補佐する。 

６ 座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、別 表 ３ に 掲 げ る 順 序

に よ り 、 そ の 職 務 を 代 理 す る 。  

７ 市対策連絡会の会議は、必要に応じて座長が招集し、座長がその議長とな

る。 

８ 座長は、必要があると認めるときは、議事に関係のある職員の出席を求め、

その意見又は説明を聴くことができる。 

９ 市対策連絡会の庶務は、危機管理課において行う。 

 

（部局等対策会議の設置） 

第15条 危機管理対策における部局等内の連絡調整を図るため、部局等対策会

議（以下「対策会議」という。）を置く。 

２ 対策会議は、次に掲げる事項について、連絡調整を行うものとする。  

（１） 危機管理対策に関する活動の推進に関すること。 

（２） 危機管理対策に関する環境整備に関すること。 
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（３） その他危機管理対策を推進するため必要と認める事項に関すること。 

３ 対策会議は、所管部局等内の所属長により構成し、座長には所管部局危機

管理担当、副座長には座長が指名する者をもって充てる。 

４ 座長は、対策会議を代表し、議事その他の会務を総理する。 

５ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき、又は座長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

６ 対策会議は、必要に応じて座長が招集し、座長がその議長となる。  

７ 座長は、必要があると認めるときは、議事に関係のある職員の出席を求め、

その意見又は説明を聴くことができる。 

８ 対策会議の庶務は、所管部局の総務担当所属等において行う。 

 

（市長への報告） 

第16条 対策責任者は、所属において危機事象等が発生した場合又は発生し対

処したときは、危機事象等発生報告書（様式）により部局危機管理担当及び

部局長を通じて速やかに市長へ報告しなければならない。 

 

（委任） 

第17条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。  

 

  附  則 

 この要綱は、平成16年４月28日から施行する。 

  附  則 

この要綱は、平成17年５月２日から施行する。 

  附  則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

  ２  地方自治法の一部を改正する法律（平成18年法律第53号。）附則第３

条第１項の規定により収入役がなお従前の例により在職する場合におい

ては、改正前の別表の規定は、なおその効力を有する。 

  附  則 

 １ この要綱は、平成19年７月17日から施行する。 

  ２  八尾市暴力行為等対策要綱（平成14年２月27日実施）は、廃止する。 
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  附  則 

 この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

  附  則 

 この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

  附  則 

 この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 

  附  則 

 この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 

  附  則 

 この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

  附  則 

 この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 
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（危機管理対策本部） 

別表１（第３条関係） 

・市長 

・副市長 

・教育長 

・病院事業管理者 

・水道事業管理者 

・危機管理監 

・各 部長 

・人事担当部長 

・市民ふれあい担当部長 

・保健所長 

・環境担当部長 

・下水道担当部長 

・会計管理者 

・消防長 

・市立病院事務局長 

・水道局長 

・副教育長 

・生涯学習担当部長 

・市議会事務局長 

・選挙管理委員会事務局長 

・公平委員会事務局長 

・監査事務局長 

・農業委員会事務局長 

・総務部市政情報課長（オブザーバー） 

 

 

 

 

 

（危機管理対策委員会） 

別表２（第８条関係） 

・総括危機管理担当 

・総務部長 

・政策企画部長 

・人事担当部長 

・財政部長 

・危機事象発生の担当部局長 

・総務部市政情報課長（オブザーバー） 

 
（危機管理対策連絡会） 

別表３（第10条及び第14条関係） 

・総括危機管理担当 

・各部調整担当次長 

・部調整担当次長を置かない各部総務 

担当所属長 

・危機管理担当参事 

・総務部市政情報課長 

・総務部人事課長 

・会計課長 

・市立病院事務局次長 

・消防本部次長 

・水道局経営総務課長 

・市議会事務局議事政策課長 

・選挙管理委員会事務局長代理 

・監査事務局長代理 

・農業委員会事務局長補佐 
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別紙２ 

様 式 （ 第 16条 関 係 ）  

              平 成  年  月  日  

危機事象等発生報告書 

八 尾 市 長  様  

                  所属      部       課  

所属長            印  

 下記のとおり、危機事象が発生した（又は対処した）ので、八尾市危機管理

対策要綱第 16 条の規定に基づき報告します。 

発 生 日 時   年   月  日  （  ）    時   分ごろ 

発 生 場 所  

危機事象種別 

１  市民の生命、身体等にかかる事件・事故 

２ 市民の生活、健康にかかる事案 

３ 市政にかかる事件・事故 

４ 行政対象暴力等 

５ その他 

発生事象の概

要(件名)  
 

被害状況 
 

□  対 応 状 況  

 

対 応 者  

氏 名 等  所 属 名            氏 名            

連 絡 先             

対 応 状 況   

部 局 等  

対 応 状 況  

部 局 等 対 策 本 部 の 設 置 状 況  設 置  年  月  日  未 設 置  

 

そ の 他  

特 記 事 項  

 

※ １  所 属 長 （ 危 機 管 理 対 策 責 任 者 ） は 、 事 象 覚 知 後 、 直 ち に 分 か る 範 囲

で 記 載 し 、 部 局 危 機 管 理 担 当 及 び 部 局 長 を 通 じ て 報 告 す る こ と 。  

※ ２  特 に 緊 急 を 要 す る 場 合 は 、 電 話 で の 報 告 や 手 書 メ モ の FA X、 Eメ ー ル

な ど も 可 （ た だ し 、 受 信 確 認 は 必 ず 行 う こ と ）
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別表１  

全庁的な計画等と危機管理マニュアル等との関係 

※「想定外の危機」とは、危機事象発生時に「想定する危機」と判断できない

場合をいう。 
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別表２  

対象とする危機事案（例示）及び担当部局 

対象とする危機事案（例示） 担当部局 

要人（市長等）への危害、要人の事件・事故 
政策企画部 

情報システム、コンピュータネットワーク被害 

市庁舎における事件・事故 総務部 

出張所における事件・事故 人権文化ふれあい部 

福祉施設における事件・事故 
地域福祉部 

社会福祉施設入所者、老人福祉施設入所者の健康被害 

感染症による健康被害（感染症（Ｏ１５７、ＳＡＲＳ、ノ

ロウイルス、レジオネラなどを含む） 

健康まちづくり部 

動物由来感染症の蔓延（狂犬病、オウム病など） 

有害物質による健康被害 

医薬品等による健康被害 

食品・食中毒による健康被害 

医療機関の事故（院内感染を含む） 

保育園など児童福祉施設における事件・事故、健康被害等 こども未来部 

鳥獣による農作物被害、人身被害 

経済環境部 
環境汚染（大気、土壌、地下水等の汚染）による環境被害 

廃棄物の不法投棄 

塵埃収集時の事故 

市営住宅における事件・事故 
建築部 

市施設建設時の事故 

道路・水路における事件・事故 

都市整備部 
下水道施設の事故 

下水道における水質事故 

公園における事件・事故 

市立病院内の医療事故、院内感染 市立病院 

消防活動を要する危機事態全般 消防本部 
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導送配水管の事故 

水道局 

水道における水質事故 

凍結事故 

異常渇水 

広域停電による配水ポンプ等運転停止 

施設開放時の事故 
教育総務部 

社会教育スポーツ施設における事件・事故 

児童・生徒等に対する危害 

学校教育部 学校園における食中毒・感染症 

修学旅行時の事故 

議会における事件、事故 市議会事務局 

市主催イベント時における事件・事故 

各部局共通 
市所管施設にかかる事件・事故 

各種システムの障害等 

各種事件・事故 

  ※当面、市で想定、対応する危機事象であるが、限定するものではない。 
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別表３ 

危機管理対応マニュアルの構成例 

大項目 中項目 小項目 

１ 総則 (1)目的 ①マニュアル作成の目的 

(2)定義 ①用語の定義 

②対象とする危機事象 

(3)責務 ①危機事象ごとに対応方針を規

定 

②部局内の課ごとに役割分担を

規定 

２  平 常 時 の

対応 

(1)危機管理意識の向上 ①危機事象の予防対策 

②行動指針 

・職員の心得 

③職員研修の実施 

・研修内容 

・事例研究 

④市民に対する啓発 

・パンフレット等の作成 

・啓発内容 

(2)危機管理体制の整備 ①危機管理担当の設置  

②部局等対策会議の設置 

・設置手順 

・設置基準、廃止基準 

・会議の構成員 

③部局等危機管理対策本部の設

置 

・設置手順 

・設置基準、廃止基準 

・本部の構成員 

④関係機関等との連携 

・危機事象ごとに連絡会議の設
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置など連携すべき機関を明記 

(3)資機材等の確保 ①備蓄による確保 

・品目、数量 

・年次計画 

・保管場所 

②協定等による調達 

・調達先一覧 

・品目、数量 

(4)訓練の実施 ①図上訓練 

・実施時期 

・実施方法 

・参加機関 

②総合訓練 

・実施時期 

 ・実施方法 

 ・参加機関 

３  緊 急 時 の

対応 

(1)情報の収集・管理 ①情報の収集・伝達 

○情報連絡体制の整備 

・連絡窓口の設置 

・収集・伝達ルート 

・通信手段の確保 

・市長等への報告 

・総括危機管理担 当 他への連 

絡 

○情報内容の整理 

・危機事象ごとに収集すべき情

報内容の整理 

②情報の管理 

・危機管理情報担当による情報

の一元管理 

・情報の共有体制と提供方法 
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(2)緊急時の体制 ①検討・決定 

○部局等対策会議 

・対策会議の設置 

・会議の構成員 

・会議の検討事項 

○部局等危機管理対策本部 

・対策本部の設置 

・本部の構成員 

・本部会議の検討事項 

○市長等への報告 

○監視体制 

○今後の対応方針 

②役割分担の確認 

・事務局各班の構成 

③職員の動員計画 

・職員配備の区分 

・職員配備の伝達 

・配備する職員の指名 

④全庁的な対策への移行 

・判断基準 

・要請手順 

⑤広報活動 

⑥関係機関との連携 

⑦地元団体等との調整 

(3)緊急時対応の実施 ①被害者への対応 

○救出・救助 

・留意事項 

○応急手当 

・留意事項 

②被害の拡大防止 

○避難誘導 
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・避難場所・ルートの設定 

・留意事項 

○二次被害の防止 

・施設の点検 

・立入り禁止区域の設定 

・応急措置 

・監視体制 

○対処方法の周知 

・住民、関係機関への周知 

③広報活動 

○被害者、市民への情報提供 

・提供する情報内容の整理 

・情報の提供方法 

・問い合わせ等窓口の設置 

○報道機関への情報提供 

・提供する情報内容の整理 

・発表時期及び方法 

④関係機関との連携 

○連携すべき関係機関の確認 

・危機事象ごとの関係機関 

・連絡窓口の設置 

○確認すべき連携事項 

・連携すべき事項 

・留意事項 

⑤ボランティアの受入れ 

・受入れ窓口の設置 

４  収 束 時 の

対応 

(1)復旧・復興の推進 ①生活再建と施設復旧 

②安全性の確認 

・安全性確認の体制・方法 

・周知の方法 
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(2)被 害 者 等 へ の フ ォ ロ

ー 

①健康相談の実施 

・相談体制 

②心の健康相談の実施 

・相談体制 

・相談窓口の設置 

(3)法的課題等への対応 ①法的課題の洗い出し 

②保険適用 

(4)再発防止策の検討・実

施 

①危機事象発生原因の究明 

②課題の整理 

③再発防止策の検討・実施 

(5)対 応 の 評 価 と 対 応 マ

ニュアルの見直し等 

①対応の評価 

・報告書の作成 

・課題の抽出 

・事後評価の情報提供 

・今後の対応のあり方 

②対応マニュアルの見直し 

③対応マニュアルの引継ぎ 
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別表 ４  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


